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ユニオン・ショップ協定の法的意義










































































( 6) 以下， Iユ・シ協定」。
(7) 何ら組織強制を行わず，労働契約の締結と労組への加入とを互いにリンクさせな
い方式をオープン・シ冒ツプという。























































































































































(19) このほか松岡三郎「組合の分裂とユニオン・ショップの効力J(労旬 19= 20号
19頁， 1950年)，沼田稲次郎「日本労働法論・上巻J0948年)212頁以下，法学
協会編「註解日本国憲法J(1948年)279頁なども同様の見解を披歴していた。



























































































(大阪地決昭 49・3・4労判 208号制頁).田中機械事件(大阪地決昭 49・12・25



























学雑誌49巻3号 461頁以下， 2000年)(以下， 1大内J)。
(35) 四国電力事件・高松地判昭 30・3・14労民集6巻2号129頁，茨城交通事件・水
戸地判昭32・9・14労民集8巻3号 562頁等。






第三者J(学会誌 l号 173頁以下， 1951年)など。
(40) 松岡三郎「クロースド・ショップ，ユニオン・ショップの法則 I(1労働法の理論




























、ド孟・ 12・14民集43巻 12号 2051頁)。



























































(49) 色川幸太郎「ユニオン・ショップの内容と効力J(委労 20弓72頁以下， 1956年)，
前掲注(9)本多。





























下， 1958年)， (lLi谷・労組法 101頁，前掲注(2)花見 187頁以下等。
(52) 辰二小判沼 50・4・25民集29巻4け456頁。


























(54) 菅野 611頁以下，商谷・労組法543頁，世界 162頁以下，渡辺 60頁以下。
(55) 同様の趣旨を示した最判として清心会山本病院事件・最一小判昭 59・3・29労判
427号 17頁がある。
(56) ユシ解雇をめぐる議論について，実態の評価が強く影響している点につき各見解
の問題点を指摘するものとして，西谷・再検討76頁以ド参照。
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働者にもたらすことなどを理由に，主として団結権の擁護という要請と個別労
働者の解履からの保護の必要性という理念とのバランス号をどうとるかという課
題に腐心してきたといえる。
なお，最高裁は，ユ・シ協定締結組合からの除名が無効であった場合の解雇
は無効であるとしつつ，使用者の賃金支払い義務について解雇期間中の不就労
が使用者の責に帰すべき事由と言えるか否かという問題につき，解雇は使用者
の責に帰すべき事由による就労不能であるとの一般論をもって労働者は反対給
付としての賃金請求権を失わないとしている聞が，この判旨の意図を付度す
れば，最高裁は，ユ・シ解雇が無効となるのは，根拠となるユ・シ協定の該当
条項自体が無効である場合を除いて，解雇権濫用法理の適用によるものであっ
て，ユ・シ解雇独自の解雇法理は必要ないと考えている可能性も否定できない。
⑥ ユ・シ協定と労働協約の一般的拘束力
ユ・シ協定は，労組法 17条による事業場単位の労働協約の一般的拘束力と
類似の機能を果たす。後者は，当該事業場の同種の労働者の 4分の 3以上の労
働者が一つの労働協約の適用を受けるに至った場合には，他の労働者も当該労
働協約の適用を受けるとの実定法上のルールであるが，非組合員に対し労働協
約の効力によって一定の強制的効果をもたらすという点でユ・シ協定と共通す
る。すなわち，労組法 17条による一般的拘束力も，当該組合に所属しない労
働者の団結権を侵害することがありうることは明らかであり，少数派組合に所
属する労働者にも適用されるとすれば，ユ・シ協定の場合と同様の議論をもた
らすし，そうでなくても，労働者個人の消極的団結権ないし組合選択の自由，
もしくは組合に所属しない事由の侵害になり得る点でユ・シ協定の場合と共通
する。
これについては，一般的拘束力についても別組合の組合員には及ばないこと
が判例法理となっている(附ことによって，問題はどの組合にも所属しない労
(57) 前掲注(54)清心会山本病院事件最判。
(58) 大輝交通事件・東京地判平7・10・4労判680号34頁。
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働者に対する効果に絞られているといえるが，特に問題となるのはユ・シ協定
の有効性についての見解ι一般的拘束力が労働条件の不利識変更の場合にも
適用されるかという問題に対する考え方との関係である。この点，ユ・シ協定
を一般的に適法であって組織強制の効力を組合所属の強制という点では認める
としつつ，一般的拘束力は不利益変更には及ばないとする理解明と，ユ・シ
協定の違法性を指摘しつつ同様の結論に至る学説(酬があり，労働者個人の意
思に反して労働協約の適用を受けるという点では同じであるはずのユ・シ協定
と一般的拘束力による不利益変更について必ずしも一貫した結論に至っていな
い。確かに，ユ・シ協定については，労働者は当該組合から離脱すれば協約を
自動的には適用されることがないが，一般的拘束力は，他組合に所属しない限
り自動的に労働条件を不利益に変更されてしまうという相違はあるものの，ユ・
シ協定の場合は解雇の脅威にさらされるし，一般的拘束力の場合も最高裁は入
念な司法審査によって不利益変更の場合の適用を限定しており〔ベ両者の相
違は決定的ではなL、。むしろ，消極的団結権の侵害の可能性といった共通の性
格を踏まえた両者の法的意義が検討されてしかるべきであろう。この点につい
ては，ユ・シ協定は協定締結組合への所属自体を強制する機能を有するのに対
し，一般的拘束力は労働協約の適用は受けても当該組合には所属しないという
立場は保障されるので，労働者としては別組合を結成して当該労働協約の適用
を免れるべく新たに団体交渉を使用者に要求する選択肢が残されており，ユ・
シ協定とは異なって消極的団結権に抵触することはないとの見解(闘が有力に
宇ー張されている。確かに，ショップ制を通じた組織強制については多くの国で
強く制限されている‘}f， 協約の拡張適用を採用している凶々はむしろこれを
幅広く活用しているという状況を見ても，両者の碁本的相遣は大きいと言わざ
(59) 山口 198頁。
(60) 西谷「個人と集団J305頁以下。
(61) 朝日火災海上保険(尚凶)事件・最三小判平8・3・泌氏集50巻4号1008頁。
(62) 大内 522頁。
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るを得なL、。そうであるならば，事業場単位と地域単位双方の一般的拘束力が
保障されている日本において，ユ・シ協定の効力を広く認める法制度上の必要
性は強くないと考えられよう。
2.ユ・シ協定の効力
(1 ) ユ・シ協定による組織強制の範囲
以上検討してきたと ζろから明らかになったのは，第一に，労働者の協定締
結組合への所属義務と使用者の非組合員に対する解雇義務を定めたユ・シ協定
は，憲法28条の団結権保障という根拠と， 日本の労働組合のほとんどが企業
別に結成されているという実態から一定の範囲では適法と認められるという理
解は判例・学説の共有するところであること，第二に，右一定の範囲の具体的
内容としては，当該ユ・シ協定が協定締結組合以外の組合に加入した(してい
る)労働者や別組合を結成した労働者には及ばず(したがってユ・シ協定の効
力は労働組合一般への加入を義務付けるという意味でのみ認められ，特定の労
働組合のみの組合員であることを義務付ける効力は認められない)，また協定
締結組合を除名された労働者に対するユ・シ解雇は，除名が無効である場合に
は無効となる(解雇義務が発生しないため当該解腫は解雇権の濫用となる)，
といった形をとること，そして第三に，ユ・シ協定については今なおその基本
的な合法性について疑念が絶えず，そのため具体的な上記の論点についても，
今なお有力な疑念が早されており，ユ・シ協定をめぐる諸論点についてほぼ統
一的な解釈が定着しているとは全く言えない状態であることである。たとえば，
前述のように(1(3)⑨) ，労組法7条I号但書がユ・シ協定締結組合は当該事
業場の過半数を占めていなければならないことを示したのか，単に過半数組合
とのユ・シ協定の締結が不当労働行為にならないことのみを規定したのかにつ
いては見解が二分されているが，その背景にも，ユ・シ協定がそもそも適法
なのか，いかなる桜拠で，どのような範囲で適法と日えるのかという根本問題
についての理解が一致していないことが大きく影響していることは言うまでも
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ない。
① ユ・シ協定の債務的効力
そこで，ユ・シ協定の法的効果をあらためて考えるに，まず組織強制の手段
としてのユ・シ協定の原点に戻ってみると，ユ・シ協定の法的形態は，特定の
使用者との労働契約の締結と維持とを労働組合の所属と一致させることを，当
該労働者の意思に関わらず実現させる労働協約(の規定)である。第三者に対
してその意に反する義務を課する合意は法令上の根拠があるか，当該第三者自
身があらかじめそれに同意しており，あるいはそのようにみなしうる法的根拠
がある場合であろう。しかしユ・シ協定については，労働者が協定締結組合に
所属することを同意していればそもそも問題は生じず，不同意労働者がユ・シ
協定に拘束されることについては明確な法令も，他の法的根拠もない。すべて
の論者が指摘するように，ユ・シ協定の合法性を容認する唯一の法的根拠は憲
法28条の保障する団結権である。この団結権が，団結しない自由(消極的団
結権)を合まないとの通説的見解に立った場合，そこからただちにユ・シ協定
の合法性を認めうるであろうか。確かに団結権は，憲法21条の結社の自由と
は異なり，団結することを促進する政策的意図が含まれていることは明らかな
ので，ある労働組合の団結を強化するために個別労働者の団結しない自由が一
定の範囲で制約されるとの解釈は十分可能であろう。問題はその制約の内容と
程度であるが，まず，団結権と言えども特定の法的状態を創出する効力までは
認められないから，ユ・シ協定が締結されていても，そこから労働者を自動的
に組合員としてしまう効力までは認められないであろう。それでは，ユ・シ協
定の労働協約としての効力のうち. I会社は組合に所属しない労働者を解雇す
る義務を組合に対して負う」という趣旨の債務的効力は認められるであろうか。
一つの考え方は，そのような形で使用者側が団結権を承認し，擁護することを
自由な意思で引き受けるという事態として理解すれば，無効とまでは雷えない
というものである。この考え方によれば，ユ・シ協定による解雇義務を，その
義務が発生する要件が充足されているのに果たさない使用者に対しては，協定
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締結組合は労働協約の解約や損害賠償の請求などの一定の法的対抗措置をとる
ことが可能となるであろう(刷。少なくともその範囲においては，ユ・シ協定
は適法であって，個々の労働者の団結しない自由を侵害することを理由に協定
自体が無効と解釈することはできないことになる。
しかしながらこの考え方によるとしても，判例・学説の多数が認めているよ
うに，団結権を根拠とするならば，日本の憲法と労組法は復数組合の存在を容
認しているので，ユ・シ協定の目的として特定の労働組合以外には労働組合に
所属しないということまで含まれるとすれば，その部分については公序違反で
あって無効となる。前掲三井倉庫運送最判(注(40))などの判断は，そのよう
に再構成することで整合性を確保するものと思われる。要するに，債務的効力
としてのユ・シ協定の効力を認めるとしても，それは，使用者が雇用する労働
者の団結を一般的に承認し，正当な理由なくおよそ団結しない労働者に対する
解雇義務を協定締結組合に対して負うという範囲でのみ認められると考えられ
ることとなろう。
では，ユ・シ協定による解雇義務は債務的効力としても認められないとの見
解は妥当であろうか(刷。このように解するためには，憲法28条が消極的団結
権も含むと考えるか，あるいは同 13条に自己決定権の根拠を求め，労働者は
団結についても自己の意思に反して労働組合への加入を強制されることはない
との原理を前提として，解雇義務規定は憲法に反し，あるいは公序違反で無効
であると解しうることが必要となろう。しかし，団結権はやはり団結すること
を促進するという政策的目的を基盤としており(日)， [1結しない自由を団結す
(63) ただし，この考え方によっても，前掲日本食塩製造事件最判も指摘しているよう
に，解雇義務の発生は，ユ・シ協定が組織強制の.iE当な機能そ果たす限りにおいて
認められるので，労働者が協定締結組合に所属しないことに正当な理由があればそ
もそも解雇義務自体が発生しない。
(64) 西谷・個人と集凶，同労組法，大内等はこの立場に立つものと考えられる。
(65) 渡辺 58頁以下。
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る権利と同等に保障していると解することはL、かにも無理である制。また，
憲法 13条に自己決定権を読み込むことは妥当であるとしても，同条は他の具
体的な人権保障規定が定めていない領域について包括的・一般的に個人の幸福
追求権という形でその自由を保障するのであって，団結権を凌駕するとまでは
解し得ないであろう。したがって，少なくともこれらの見解によって解雇義務
規定が債務的効力も有しないとの結論を導くことはできないように思われる。
このように解すると，解雇義務規定の債務的効力を否定することは困難である
と考えざるを得なL、。
ただ，消極的団結権等によってユ・シ協定を違法とする見解は，実際にはユ・
シ解麗を原則として違法とする結論を導くための前提として提唱されているの
であり，その実質的な意図に，ユ・シ協定において解雇義務を合意すること自
体をただちに連法無効とすることまでを含んではいないように思われる。そう
だとすれば，問題は，端的にユ・シ解雇は無効なのか，一定の制限のもとに認
められるべきなのかという点に帰着することとなる。「ユ・シ協定の解雇義務
を理由とする解麗は無効Jとの見解4をとる場合には，解雇義務の定めに債務的
効力が認められると解することもほとんど無意味と化すからである (67)
② ユ・シ解雇について
それでは，ユ・シ協定は，協定締結組合にも他組合にも所属しない労働者に
対する解雇を有効とするであろうか。この点，前述のように判例・多数説は，
原則としてはこれを認めたうえで，除名された労働者への解雇，協定締結組合
(66) たとえば，労働者と使用者との間で，団結しない自由を放棄するという特約がそ
れ自体で無効となることは考えられないが，団結権を放棄するとの合意は公序違反
で無効となるであろう。
(67) ただ，ユ・シ解雇もユ・シ協定による解藤義務を中心的な理由としつつ，他にも
解雇理由があった場合(職務能力の著しい不足，明らかな非違行為の発覚等)，ユ・
シ協定上の解雇義務が認められなくても解雇が有効となる場合がありうるので，協
定締結組合が解雇義務の存在を根拠としてある労働者の解雇を求め，団体交渉を要
求したような場合には，その矩否が不当労働行為となるこ占はありえよう。
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からの離脱後，他組合への加入ないし別組合の結成に必要な合理的期間内の解
麗など，ユ・シ解雇の具体的類型ごとに解麗無効となる場合があることを認め，
解雇という措置の重大な影響と団結権の擁護というユ・シ協定本来の意義との
調整をはかつてきた。しかし，これについて強い反論がなされてきたことは前
述の通りである。この点，上記のように一定の場合にはユ・シ解雇といえども
無効となり得るとの理解が定着しているので，いずれの立場をとっても実務上
の相違はあまり生じないようにも思われるが，仮にユ・シ解雇は一般に無効で
あると解するなら，ユ・シ協定の締結そのものの効果がほとんどなくなるので，
やはりその区別は重要であると言わねばならなL、。
そこで考えるに，まず，ユ・シ協定は労働組合一般への加入を労働者に義務
付けることを主眼とすることを踏まえるならば，当該労働者に対する解雇義務
は団結を間接的に強制するための手段であると解することが妥当であり，閲結
しようとしない労働者はおよそ雇用を維持するに値しないという趣旨ではない
と考えられる。たとえばクローズド・ショップ協定もユ・シ協定もない場合に，
使用者が採用希望者に対して労働組合を結成することそ麗用条件とすることは
支配介入の不当労働行為となるはずであり(ベ雇用の維持が労働組合への加
入と商結するのはまさにショップ制が認められる場合に限られるはずだからで
ある。そうすると，労働者がおよそ団結しないことを明示している場合は別と
して，労働組合に加入せず，あるいは労働組合の結成をしていないものの，一
般的に団結への可能性を否定していない労働者に対するユ・シ解雇は，客観的
に合理的理由は認められず，労契法 16条に照らして原則として無効と解すべ
きであると思われる。すなわち，労働者からすればおよそ労働組合に所属しな
い限り解雇の脅威にさらされるという立場は，団結権の行使を意図していたと
しても不当である場合がありうる。労働者の団結権には，自らの意思によって
自らが賛同できる労働組合に加入し，自らが理想とする労働組合を結成する権
(68) ただし，実際にそのような事態が生じて採用を拒否された労働者が労働委員会に
救済申し立てをなしうるかは別途議論が必要であろう。
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利が含まれるはずだからである。したがって，ユ・シ解雇は，単に団結しない
というだけでなく，団結権を自ら否定するような替動を行った労働者に対して
のみ権利濫用とならないと解すべきである。その判断は個々の場合に異なるで
あろうが，仮にユ・シ協定締結組合への反感から同組合所属を拒否している労
働者であっても，団結すること自体の必要性を認めているならば，使用者が行っ
た場合には不当労働行為に当たるような言動酬は行わないはずであり，この
ことが一つの判断基準となるであろう。このように解するなら，解雇義務を定
めたユ・シ協定の部分に債務的効力を認めることにも実益があるといえる。労
働組合としては，反組合的行動会とる非組合員の解雇を使用者に要求すること
によって，自らのみならず団結権一般を擁護することが可能となるからである。
③ ユ・シ協定と労組法7条1号但書
以上のように解すると，ユ・シ協定は過半数組合のみが締結しうるとする立
場をとる必要はなくなる。少数組合であっても団結権一般の擁護のためにユ・
シ協定を締結することは認められるべきであり，また当該組合への加入を拒む
労働者はまさに別組合を結成し，ひいては過半数の加入を実現することによっ
て，労基法上の労使協定の締結などを通して自らの意図する労使関係を形成し
うるからである。
それでは，労組法7条l号似警はどのように解するべきであろうか。労組法
7条は，全体として行政機関としての労働委員会による救済の実体法上の要件
を定めた規定であり直接の民事的効力は原則として認められない (7九した
がって，同但書も，その効巣は不当労働行為からの解放のみであって，ユ・シ
協定の締結が過半数組合に限られることを示したものとは言えない。同但書は，
ユ・シ協定の締結は，それが過半数組合とであれば不当労働行為とまでは認め
(69) i労働者は労働組合を作るべきではないJiうちの会れに労働組合なんか必要ない」
といった発言等がこれに当たる。
(70) 労組法7条 l号に反する解雇を無効とした医療法人新光会事件最判は，その判旨
にもある通り，不利益取り扱いの解雇に関する例外的な判断と解すべきである。
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られず，過半数を組織しない組合とであれば，別途不当労働行為と認めうる要
件を充足していれば不当労働行為となりうること安定めたものと解すべきであ
る(71)。
3.結語一一憲法適合的労使関係へ一一
本稿の帰結は以下の通りである。第一に，適法に締結されたユ・シ協定には，
「団結しようとしない労働者を解雇する」という限りにおいて債務的効力が認
められる。それ自体が公序違反で無効ということにはならない。第二に，ユ・
シ解雇は，単に組合から離脱し，あるいはどの組合にも所属しようとしないと
いうだけでは客観的に合理的な理由を認められない。これに対しておよそ団結
を拒否していることが明らかな労働者に対する解雇は，ユ・シ協定はそのよう
な労働者を解雇するという趣旨に限って適法であるから，客観的に合理的な理
由が認められる。そして第三に，団結権は確かにユ・シ協定の合法性の根拠と
なり得るが，それは団結権を拒否する労働者に対する解雇について客観的に合
理的な理由が認められるという趣旨においてのみである。
ユ・シ協定をめぐる議論は，その具体的論点の加何に関わらず，常に団結権
を背景として展開されてきた。自らのあずかり知らぬところで第三者が締結し
た協定により，労働契約関係の維持を労働組合への所属にリンクさせられると
いう労働者の立場を法的に正当化するための他の論拠が見当たらないことがそ
の決定的な理由であったといえる。団結権以外の法的論拠がないとなれば次に
正当化の論拠として利用されるのは「実態」に対する配慮である。日本におけ
る労働組合が一般に企業別組合という形態を取っていることから，ユ・シ協定
は労働組合に企業内従業員代表としての機能を担わせる法的根拠となっており，
それは実態において有益な労使関係の構築に寄与しているという点を指摘する
(71) 労組法7条l号但書が不当労働行為についてのみ定めた規定であるという理解を
共有するものとして，渡辺57頁以下，西谷・労組法 104頁。
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見解(72)はその代表的なものであろう。他方で，ユ・シ協定の合法性を否定す
る新しい傾向も，ユ・シ協定が労働組合の組織拡大努力を弛緩させ，ひいては
解雇の威嚇を通じた個々の労働者に対する抑圧に通じる実態が明らかになつて
きたことに強い影響を受けている(叩7η叩3剖)
法解釈論が実態を強く反映しがちであることは，特に労働組合法のように実
定法の規範が必ずしも明確でないような場合には一般的に認められる現象であっ
てそのこと自体が問題であるとは言えなL、。しかし，ユ・シ協定については，
中立的な事実の認識を解釈論に反映させるというより，労働組合の存続を擁護
するという評価的立場からの議論が中心となって，論理的な整合性についての
検証が十分になされてこなかったきらいがあることは否めない。
本稿の立場からすれば，ユ・シ協定を締結することは労働組合の維持拡大に
はあまり意味を有しないこととなるが，それは憲法の保障する労働基本権の趣
旨からの当然の帰結である。憲法は， 自らの意思によってその社会的・経済的
地位を向上させようとする労働者に対してのみ，団結権・団体交渉権・団体行
動権という武器を付与したのであり，団結は権利であって義務ではなL、。意に
反する|司結を強制する労働協約規定が効力を有するのは，団結権そのものを否
定するような労働者に対してのみであるべきなのである。
(72) 背野609頁。
(73) 西谷・再検討65頁以下が，臼己決定論によるユ・シ協定の原則違法論を提唱し
ている理由の中心的な一つが，ユシ解雇を扱った裁判例のほとんどにおいて解雇無
効の結論となっている事実であったことはその一例といえよう。
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